[bookmark: _Hlk146106407]（様式１）
	受付番号
※記載不要
	



[bookmark: _Hlk127204372]沖縄総合事務局長　殿



令和５年度「沖縄地域MaaS導入推進調査事業」
申請書

	申請者
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	





	申請形式（該当箇所の□にレ点をいれて下さい）
　□単独申請　　　　□コンソーシアム形式

コンソーシアム事業者名（コンソーシアム形式による申請の場合は全ての事業者名を記載すること）


	下記の応募資格・条件を満たしているか、□にレ点をいれて下さい。
· [bookmark: _Hlk146106173]①日本国内に拠点を有していること。当局との間で密接な連携がとれる体制を確保できること。
· ②本事業を的確に遂行する組織、人員等及び必要な経営基盤を有していること。
· ③本事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力　
を有していること。
· ④予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。
· ⑤内閣府及び経済産業省からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者ではないこと。
· ⑥別紙１のとおり、情報セキュリティに関する事項を遵守すること。
· ⑦本業務に従事する部門が、ISMS若しくはISO27001に準ずる運用体制があり、受託業務における的確な個人情報管理実績を有すること。
· ⑧過去３年以内に情報管理の不備を理由に、内閣府及び経済産業省との契約を解除されている者ではないこと。



（様式２）
	受付番号
※記載不要
	



令和５年度「沖縄地域MaaS導入推進調査事業」
企画提案書

	１．今年度事業の位置づけの具体性

	(1) 社会課題・地域課題の整理
※事業実施の背景にある社会課題や地域課題を具体的に整理できているか
(2) 将来構想の描写
※社会課題や地域課題の解決手段として、将来的に実装を目指すモビリティサービス像、実装の対象予定地域、実装の目標年、実装に向けたロードマップ（今年度事業の位置づけ含む）を具体的に描けているか


	２．今年度事業内容の具体性

	(1) 検証項目の具体性・適合性
※将来的な実装に向けて、「今年度事業で検証したい内容」（検証項目）が具体的に整理できているか
(2) 検証手法の具体性・適合性
※検証内容の検証手法（実証実験等）は適切か。また、検証手法は具体的か。
(3) 達成度の評価方法の具体性
※検証内容の達成度を評価する手法（KPI等）を具体的に整理できているか
(4) 検証体制の整備
※今年度事業の結果・効果を定量的なエビデンス等を元に検証・分析し、横展開に資する知見として整理できる主体が参画しているか
(5) 自治体の協力
※事業実施にあたり、地域（自治体等）の協力は十分に得られているか
(6) 利用者ニーズの反映
※利用者（サービスの受益者）視点での意見・ニーズが今年度事業内容に反映されているか。また、実証実験等の実施にあたり、利用者視点での意見・ニーズを聴取し反映する取組となっているか


	３．個別課題項目に対する取組の具体性（事業面）

	(1) 将来的な事業モデルの具体性
※実装時に想定される事業モデル（収入およびコストの想定、コスト負担のあり方等）を具体的に整理できているか
(2) 事業モデルの実現に向けた課題の具体性
※事業モデルの実現に向けた課題を具体的に整理できているか
(3) 課題解決に向けた取組の具体性
※課題解決に向けた今年度事業での取組内容・取組手法を具体的に整理できているか


	４．個別課題項目に対する取組の具体性（受容・効果面）

	(1) 将来的な利用者像・効果の具体性
※実装時に想定される利用者（サービスの受益者）の姿や、利用者にとってのメリット、地域に対する波及効果（外部経済効果）を具体的に整理できているか
(2) 利用者像・効果の実現に向けた課題の具体性
※利用者（サービスの受益者）像・波及効果の実現に向けた課題を具体的に整理できているか
(3) 課題解決に向けた取組の具体性
※課題解決に向けた今年度事業での取組内容・取組手法を具体的に整理できているか


	５．個別課題項目に対する取組の具体性（体制・環境面）

	(1) 将来的な運営体制・環境の具体性
※実装時に想定される運営体制と必要なリソース（人員・車両・システム等）や、実装に向けて必要な環境整備を具体的に整理できているか
(2) 運営体制・環境の実現に向けた課題の具体性
※運営体制や環境の実現に向けた課題を具体的に整理できているか
(3) 課題解決に向けた取組の具体性
※課題解決に向けた今年度事業での取組内容・取組手法を具体的に整理できているか


	６．事業実施計画（実施スケジュール）

	(1)スケジュールの現実性・柔軟性
※事業のスケジュールは、検証項目の検証を行うにあたって具体的かつ現実的か。また、柔軟な変更に向けた余裕を持たせているか


	７．実施体制・役割分担等

	(1)参画者（および協力者）の体制は、事業を実施するにあたって十分か。また、社会実装に向けて必要な主体が参画（もしくは参画に向けた巻き込み活動を計画）しているか

※業務の実施体制や役割分担について、体制上の役割分担や担当者数がわかるように記述すること
※業務実施体制図を作成した上で、個々の業務担当が分かるようにし、役職及び担当者名を記述すること。
※実務責任者の略歴を記載すること。
※経理・事務処理担当者を明示すること。
※類似事業の実績を有する場合で、その事業に従事していた者を従事させる場合に、本事業のどの業務に従事するのか、それによって本事業にどのように有益であるのかを記述する。
※イベント情報の登録、アンケート実施・効果把握、事後調査及び沖縄総合事務局への報告を行う体制についても記述すること。
※コンソーシアム形式等により再委託を行う場合は、事業者間の業務分担、連携体制を記載し、各事業者間での業務実施体制、役割分担を記載すること。

＜※１＞
各業務従事者の氏名、所属、役職、業務経験、その他略歴（学歴、職歴）
＜※２＞
再委託を行う場合は、再委託先の名称、業務内容及び業務範囲を明記すること（事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理について、再委託をすることはできない）。
＜※３＞
事業費総額に対する再委託費の割合が５０％を超える場合は、相当な理由がわかる内容（別添１「再委託費率が５０％を超える理由書」を作成し提出すること）。
※グループ企業(委託事業事務処理マニュアル３ページに記載のグループ企業をいう。)との取引であることのみを選定理由とする再委託（再々委託及びそれ以下の委託を含む）は認めない。


	８．情報管理体制

	受託者の情報管理体制がわかる「情報管理体制図」、情報を取扱う者の氏名、住所、生年月日、所属部署、役職等がわかる「情報取扱者名簿」を契約時に提出することを確約すること。（別添２参照）


	９．ワーク・ライフ・バランス等推進企業に関する認定等の状況

	＊女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業。労働時間等の働き方に係る基準は満たすことが必要。）、次世代育成支援対策推進法に基づく認定（くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業）又は青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定（ユースエール認定企業）の状況
＊女性活躍推進法第８条に基づく一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）の策定状況（常時雇用する労働者の数が３００人以下のものに限る。）


	
１０．事業費総額（千円）※事業を実施するために必要な経費を、募集要領別紙２の経費の区分に応じて記載すること。

	Ⅰ　人件費　

	Ⅱ　事業費
①旅費　　　　　　 　　　　　　　
②会場費　　　　　 　　　　　　　
③謝金
④印刷製本費・広報費
⑤補助職員人件費
⑥借料及び損料
⑦消耗品費
⑧その他諸経費

	Ⅲ　再委託・外注費

	Ⅳ　一般管理費

	小計

	Ⅴ　消費税及び地方消費税


	総額　　　　　　　　　　　　　　　千円（※総額は予算規模の上限内に収めて下さい。）

＊必要に応じ、参考資料を添付することとする。







（様式３）


令和　　年月日
　
沖縄総合事務局長　殿

申請者住所（郵便番号・事務所所在地）
申請者氏名（名称及び代表者の役職・氏名）　


暴力団排除に関する誓約書


令和５年度「沖縄地域MaaS導入推進調査事業」を応募するにあたり、当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、以下のいずれにも該当しません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

１　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
２　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
３　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
４　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき




（別添１）
再委託費率が５０％を超える理由書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住          所
                                    名　　　　　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者 氏 名　

１．件名
	令和５年度「沖縄地域MaaS導入推進調査事業」

	

	


２．本事業における再委託を有する事業類型
※「９．その他（２）①再委託、外注に関する体制等の確認（提案要求事項の追加等）」に記載のある事業類型「Ⅰ」「Ⅱ」「Ⅲ」のいずれかを記載してください。
※また、特段の定めがない場合は、「－」を記載してください。
	



３．本事業における主要な業務（事業全体の企画及び立案並びに根幹に関わる執行管理）の内容
　　※「２．本事業における再委託を有する事業類型」に対して、提案内容が合致する理由も含めてご記入ください。
　　　「－」を選択した場合は、事業類型に合致する理由の記載は不要です。
	＜記載例＞
本事業における主要な業務は、・・・・であり、その他関連業務として・・・・を実施する上で、事業類型（Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ）が示すように、（落札者）と委託、外注先の業務体系が（事業類型Ⅰ～Ⅲの内容）のような関係となる。






４．再委託費率
　　※再委託（契約書上の再委託：第7条1項（消費税込み））÷総額（消費税込み）×１００により算出した率。
	●●．●％









５．再委託先（再々委託先及びそれ以下の委託先を含む）及び契約金額等
	再委託名
	精算の有無
	契約金額（見込み）（円）
	比率
	再委託先の選定方法又は理由※
	業務の内容及び範囲

	【例】未定
[再委託先]
	無
	10,000,000
	20.0%
	相見積もり
	・・・・等の各種データ収集・提供

	【例】○○（株）
[再委託先]
	有
	20,000,000
	40.0%
	一者選定
理由：〇〇（株）については、・・・を実施出来る唯一の事業者であるため等。
	コールセンター

	【例】△△（株）
[再々委託先]
	無
	　　2,000,000
	＿
	○○ 
	・・・・

	【例】□□（株）
[再々委託先]
	無
	    3,000,000
	＿
	○○
	・・・・

	
	
	
	
	
	


※グループ企業（委託事業事務処理マニュアル３ページに記載のグループ企業をいう。）との取引であることのみを選定理由とすることは認められません。
　　　※金額は消費税を含む金額とする。
　　　※再委託先、再々委託先及びそれ以下の委託先の契約金額を含めた情報を記載すること。
　　　※比率は、事業費総額に対する再委託の割合（再々委託先及びそれ以下の委託先は記入不要）
　　　※一者選定の場合は、当該事業者でなければ事業を実施出来ない理由を記載すること。

６．履行体制図
	【例】□□株式会社

△△株式会社

○○株式会社

未定

株式会社○○（提案者）
株式会社○○（提案者）







７．再委託（再々委託及びそれ以下の委託を含む）が必要である理由及び選定理由
	





















	

	




（別添２）
情報取扱者名簿及び情報管理体制図

①情報取扱者名簿
	
	氏名
	個人住所
	生年月日
	所属部署
	役職
	パスポート番号及び国籍（※４）

	情報管理責任者（※１）
	Ａ
	
	
	
	
	
	

	情報取扱管理者（※２）
	Ｂ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｃ
	
	
	
	
	
	

	業務従事者（※３）
	Ｄ
	
	
	
	
	
	

	
	Ｅ
	
	
	
	
	
	

	再委託先
	Ｆ
	
	
	
	
	
	


（※１）受託事業者としての情報取扱の全ての責任を有する者。必ず明記すること。
（※２）本事業の遂行にあたって主に保護すべき情報を取り扱う者ではないが、本事業の進捗状況などの管理を行うもので、保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。
（※３）本事業の遂行にあたって保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。
（※４）日本国籍を有する者及び法務大臣から永住の許可を受けた者（入管特例法の「特別永住者」を除く。）以外の者は、パスポート番号等及び国籍を記載。
（※５）住所、生年月日については、必ずしも契約前に提出することを要しないが、その場合であっても担当課室から求められた場合は速やかに提出すること。
②情報管理体制図
（例）情報取扱者














【情報管理体制図に記載すべき事項】
・本事業の遂行にあたって保護すべき情報を取り扱う全ての者。（再委託先も含む。）
・本事業の遂行のため最低限必要な範囲で情報取扱者を設定し記載すること。

A


B
（進捗状況管理）


D　


C
（経費情報管理）


E


情報取扱管理者


業務従事者


情報管理責任者


再委託先


F
2

